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第１章　総則

１．適用
　本仕様書は、渡名喜村（以下（甲）という。）が委託する「令和８年度 渡名喜村多用途住宅整備事業実施設計業務」について適用する。

２．目的
　本業務は甲が行う渡名喜村多用途住宅建築工事について、本仕様書、標準仕様書、委託契約書、伝統的建造物基本仕様書、その他関係法規、関係図書等に従い設計を行うとともに、これらを甲の事業計画に反映した設計図書等を作成することを目的とする。

３．設計与条件
　（１）施設の名称　渡名喜村多用途住宅
　（２）敷地の場所　① 渡名喜村１８７５番地 敷地面積 175.11㎡（１棟(2DK)１世帯
A 50㎡タイ
　　　　　　　　　　　
　（３）施設用途　住宅（木造）
　（４）業務内容　① 実施設計業務（Aタイプ）
　　　　　　　　　　　　 A 50㎡ 2DK(1世帯)
　　　　　　　　　　　　 ※Aタイプ参考資料添付　※Aタイプ参考資料添付
　　　　　　　　　　　　 外構設計（福木（新植）及び既存内石垣のサンゴ積み）参考資料添付
　　　　　　　　　　　② 追加業務　ア 積算業務
　　　　　　　　　　　③ 旅費交通費
　（５）施設の構造　木造１階平屋建て
　（６）建設予定地の渡名喜村１８７５番地は北側からの敷地出入りになりますが、玄関
　　　　は南側になります。

４．履行期間
　契約締結の日から令和９年３月２５日まで

５．費用の負担
　本業務の遂行に必要な費用並びに、本仕様書に明記のない事項や省略があっても、業務上当然必要な事項に係る費用は、原則として受諾者（以下（乙）という。）の負担とする。

６．法令等の遵守
　乙は、業務実施にあたり、関連する法令等を遵守しなければならない。
７．中立性の保持
　乙は、常にコンサルタントとしての中立性を保持するように努めなければならない。

８．秘密の保持
　乙は、本業務の遂行上、知り得た事項を他人に漏らしてはならない。また、本業務により作成した資料等については、これを無断で使用してはならない。

９．各署手続き
　乙は、本業務の遂行上、法令上に定められた申請、関係官公署への手続き義務が生じた場合は、それに関する事務を遅滞なく行わなければならない。この場合、これらの諸手続きに要する費用は乙の負担とする。

10．提出書類
　乙は、業務の着手及び完了については、次の書類を提出しなければならない。
　（１）契約後
　①着手届　②管理技術者等届　③経歴書　④資格証の写し　⑤工程表
　⑥業務計画書

　（２）完了後
　①業務完了報告書　②成果品（下記へ記載）　③納品書　④請求書

（３）成果品一覧
① 設計図面　　縮小版（A3製本）　２部
② 報 告 書　　コピー製本　２部  
③ 設 計 書　　コピー製本　２部
④ 特記仕様書　　　　　　　１部
⑤ その他、甲の指示するもの
（調査、渉外関係記録、打合せ申請等に関する資料）

　　提出書類は、すべて電子データとして提出する。尚、使用ソフトは下記による。
　図　　面 ： CADデータ（形式については、甲と協議する。）・PDFデータ
　　計算書等 ： Excel・Word・PDFデータ

11．管理技術者について
　管理技術者は、１級又は２級建築士の資格を有する技術者であり、過去に本業務と同等以上の業務の実務経験を有する者でなければならない。（官公署関係業務に限る。）
12．打合せ・議事録
　乙は、本業務の実施にあたっては、定期に担当監督員と十分な連絡調整会議を行い、手戻りを生じないよう努めなければならない。また、会議の実施にあたっては、進行、資料の取りまとめ及び議事録作成は乙が行うものとする。

13．成果品の審査
（1） 乙は、本業務完了後速やかに甲の成果品審査を受けなければならない。

（2） 成果品の審査において訂正を指示された箇所については、直ちに訂正しなければならない

（3） 本業務完了後において、明らかに乙の責に帰すべき業務の不明箇所が発見された場合、乙は、直ちに当該業務の修正を行わなければならない。また、これに要する費用は乙の負担とする。

14．引渡し
　成果品の審査に合格後、本仕様書に規定された提出書類一式をもって納入し、甲の審査員の検査をもって本業務の完了とする。尚、履行期間内にあっても業務の完了したものについては、提出を求める場合がある。

15．業務報告
　乙は、本業務の遂行にあたって、調査内容等につき担当監督員と連絡を密にするとともに、必要に応じ適宜担当監督員に業務状況等を報告しなければならない。

16．著作権の取り扱い
　本業務の著作権については、納品をもって甲に帰属する。

17．その他
（1） 業務内容は、本特記仕様書に示されるとおりであるが、業務の性質上当然必要な作業は、記載されていなくても異議なく実施しなければならない。
（2） 本業務の内容に疑義が生じた場合は、双方協議の上決定する。このとき委託契約内容に変更が生じる場合には、双方で協議書を交わした上で変更契約を行うものとする。
（3） 本業務の期間中又は本業務完了後であっても、甲から説明を求められたときは、直ちに担当員を派遣し、これに答えなければならない。

